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令 和 ８ 年 度  深 谷 市 水 道 事 業 会 計 予 算  

 

（ 総 則 ）  

第 １ 条  令 和 ８ 年 度 深 谷 市 水 道 事 業 会 計 の 予 算 は 、 次 に 定 め る と こ ろ に よ

る 。  

（ 業 務 の予 定 量 ）  

第 ２ 条  業 務 の予 定 量 は 、次 の と おりと す る 。 

（ １ ）  給 水 戸 数 ６ ３ ， ２ ２ ９  戸  

（ ２ ）  年 間 総 給 水 量 １ ５ ， ３ ７ ８ ， ６ ５ ０  ㎥  

（ ３ ）  一 日 平 均 給 水 量 ４ ２ ， １ ３ ３  ㎥  

（ ４ ）  主 要 な 建 設 改 良 事 業 ２ ， ４ ５ ５ ， ５ ９ ９  千 円  

 ア  浄 配 水 設 備 改 良 費 １ ， ０ ６ ５ ， ０ ２ ６  千 円  

 イ  老 朽 管 更 新 事 業 費 ６ ６ ０ ， ４ １ ５  千 円  

 ウ  施 設 整 備 事 業 費 ７ ３ ０ ， １ ５ ８  千 円  

（ 収 益 的 収 入 及 び支 出 ）  

第 ３ 条  収 益 的 収 入 及 び支 出 の予 定 額 は 、次 の と おり と定 め る 。 

収    入  

第 １ 款  水 道 事 業 収 益 ３ ， ６ ０ ０ ， ４ ２ ６  千 円  

第 １ 項  営 業 収 益 ２ ， ７ ９ ６ ， ５ ３ ５  千 円  

第 ２ 項  営 業 外 収 益 ８ ０ ３ ， ８ ９ １  千 円  

                   支    出  

第 １ 款  水 道 事 業 費 用 ３ ， ３ ９ ８ ， ４ ４ ０  千 円  

第 １ 項  営 業 費 用 ３ ， ２ ４ ５ ， ７ ５ ７  千 円  

第 ２ 項  営 業 外 費 用 １ ４ １ ， ２ ８ ３  千 円  

第 ４ 項  特 別 損 失 １ ， ４ ０ ０  千 円  

第 ５ 項  予 備 費 １ ０ ， ０ ０ ０  千 円  
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（ 資 本 的 収 入 及 び支 出 ）  

第 ４ 条  資 本 的 収 入 及 び 支 出 の 予 定 額 は 、 次 の と お り と 定 め る （ 資 本 的 収

入 額 が資 本 的 支 出 額 に対 し不 足 する額 １ ， １ ６ １ ， ５ １ ４ 千 円 は、当 年 度 分 消

費 税 及 び 地 方 消 費 税 資 本 的 収 支 調 整 額 ９ ９ ， １ １ ０ 千 円 、 過 年 度 分

損 益 勘 定 留 保 資 金 ７ ３ ０ ， ６ ０ ３ 千 円 及 び 当 年 度 分 損 益 勘 定 留 保 資 金

３ ３ １ ， ８ ０ １ 千 円 で補 てん す るもの と する 。 ） 。  

収    入  

第 １ 款  資 本 的 収 入 ２ ， ０ ２ ２ ， ９ １ １  千 円  

第 １ 項  企 業 債 １ ， ８ １ １ ， ０ ０ ０  千 円  

第 ２ 項  負 担 金 １ １ ７ ， ８ ８ ８  千 円  

第 ３ 項  国 庫 補 助 金 ６ ６ ， ６ ６ ５  千 円  

第 ６ 項  他 会 計 出 資 金 １ ９ ， ５ ４ ８  千 円  

第 ９ 項  補 償 金 ７ ， ８ １ ０  千 円  

支    出  

第 １ 款  資 本 的 支 出 ３ ， １ ８ ４ ， ４ ２ ５  千 円  

第 １ 項  建 設 改 良 費 ２ ， ４ ７ ５ ， ４ ９ ８  千 円  

第 ２ 項  企 業 債 償 還 金 ６ ９ ８ ， ９ ２ ７  千 円  

第 ４ 項  予 備 費 １ ０ ， ０ ０ ０  千 円  

 

（ 継 続 費 ）    

第 ５ 条  継 続 費 の総 額 及 び年 割 額 は、 次 の とお り と定 め る。  

款 項 事業名 総額 年度 年割額 

   千円  千円 

１ 資本的支出 １ 建設改良費 遠方監視装置 

更新事業 
１,１００,０００ 令和８年度 ４４０,０００ 

 令和９年度 ３３０,０００ 

 令和 10 年度 ３３０,０００ 

１ 資本的支出 １ 建設改良費 前川原浄水場

統廃合事業 
１,２１３,３００ 令和８年度 １２１,８００ 

 令和９年度 ３６３,３００ 

 令和 10 年度 ３９６,４４０ 

 令和 11 年度 ３３１,７６０ 
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（ 債 務 負 担 行 為 ）    

第 ６ 条  債 務 負 担 行 為 を す る こ と が で き る 事 項 、 期 間 及 び 限 度 額 は 、 次 の と

お り と定 め る 。 

事         項 期    間 限  度  額 

  千円 

浄配水場電気設備保安管理業務委託   令和１３年度まで ２４，５００  

水質検査等手数料 令和９年度まで ４０，０００  

メーター交換・長期中止中等メーター撤去・ 

漏水修繕業務委託及び特設配水管用資材費 
令和９年度まで ４７，７００  

コンビニ収納業務委託 令和９年度まで ７，７００  

土地賃借料 令和９年度まで ３００  

損害共済等保険料 令和９年度まで ２，６００  

たな卸資産購入限度額 令和９年度まで ７４，３００  
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（ 企 業 債 ）  

第 ７ 条  起 債 の目 的 、限 度 額 、起 債 の 方 法 、利 率 及 び償 還 の方 法 は 、次 の

と お り と定 め る 。 

起 債 の目 的  限 度 額  
起 債 の 

方 法  
利 率  償 還 の方 法  

 千 円  

普 通 貸 借  

ま たは 

証 券 発 行  

５ ％ 以 内

（ た だ し 、 利

率 見 直 し 方

式 で 借 り 入

れ る 資 金 に

つ い て 、 利

率 の 見 直 し

を 行 っ た 後

に つ い て は 、

当 該 見 直 し

後 の 利 率 ）  

借 入 先 の 定 め

る 融 資 条 件 に 従

う も の と す る 。 た だ

し 、 市 財 政 の 都

合 に よ り 据 置 期

間 及 び 償 還 期

限 を 短 縮 し 、 又

は 繰 上 償 還 も し

く は 低 利 に 借 換

え す る こ と が で き

る 。  

浄 配 水 設 備 

改 良 事 業 
７ ０ ５ ， ０ ０ ０  

老 朽 管  

更 新 事 業  
４ ７ １ ， ０ ０ ０  

施 設 整 備  

事 業  
６ ３ ５ ， ０ ０ ０  

計  １ ， ８ １ １ ， ０ ０ ０     

 

（ 予 定 支 出 の各 項 の 経 費 の金 額 の流 用 ）  

第 ８ 条  予 定 支 出 の 各 項 の 経 費 の 金 額 を 流 用 す る こ と が で き る 場 合 は 、 次

の と お りと 定 める 。 

（ １ ） 営 業 費 用 

（ ２ ） 営 業 外 費 用 

（ ３ ） 特 別 損 失 

（ ４ ） 建 設 改 良 費 

（ ５ ） 企 業 債 償 還 金 

 

（ 議 会 の議 決 を 経 な け れ ば 流 用 す る こと の で き な い経 費 ）  

第 ９ 条  次 に 掲 げ る経 費 に つい て は 、 その 経 費 の 金 額 を 、そ れ 以 外 の経 費 の

金 額 に 流 用 し 、 又 は そ れ 以 外 の 経 費 を そ の 経 費 の 金 額 に 流 用 す る 場 合

は 、 議 会 の議 決 を 経 な け れ ばなら な い。  

（ １ ） 職 員 給 与 費      ２ ５ ５ ， ７ ５ ３ 千 円  
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 （ 他 会 計 か ら の補 助 金 ）  

第 １ ０ 条  水 源 確 保 等 の た め 、 一 般 会 計 か ら こ の 会 計 へ 補 助 を 受 け る 金 額

は 、 ４ ４ ２ ， ８ ０ ３ 千 円 で あ る 。 

   

（ た な卸 資 産 購 入 限 度 額 ）  

第 １ １ 条  た な卸 資 産 の購 入 限 度 額 は、 ３ ０ ， ４ ５ ２ 千 円 と定 め る 。  

 

 

  令 和 ８ 年 ２ 月 １ ９ 日 提 出  

 

深 谷 市 長   小  島   進    
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地方公営企業法施行令第１７条の２の規定による

予　算　に　関　す　る　説　明　書
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収　　　入 （単位：千円）
予定額

1 水道事業収益 3,600,426 253,032)

1 営業収益 2,796,535 251,716)

1 給水収益 2,605,522

236,866)

3 受託工事収益 13,213

4 加入金 93,060

8,460)

8 その他営業収益 84,740 69,302

15,438

6,390)

2 営業外収益 803,891 1,316)

1 6,918 3,116

3,802

3 他会計補助金 443,935 442,803

1,132

5 長期前受金戻入 237,195 ・固定資産取得に係る国庫補助金等の減価償却費相当額

9 雑収益 15,164

1,316)

10 消費税及び 100,679

地方消費税還付金

・メーター売却代金ほか

（うち仮受消費税及び地方消費税

（うち仮受消費税及び地方消費税

・預金利息

・有価証券利息

（うち仮受消費税及び地方消費税

受取利息及び配
当金

・水源確保等に係る一般会計補助金

・合角ダム償還金県補助金

令和８年度深谷市水道事業会計予算実施計画

収益的収入及び支出

款 項 目 備考

・公共下水道関係

（うち仮受消費税及び地方消費税

・下水道使用料等徴収事務負担金

・消火栓維持管理費ほか

（うち仮受消費税及び地方消費税

（うち仮受消費税及び地方消費税

・年間予定給水量　15,378,650㎥

（うち仮受消費税及び地方消費税
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支　　　出 （単位：千円）
予定額

1 水道事業費用 3,398,440 151,725)

1 営業費用 3,245,757 151,593)

1 原水及び浄水費 1,325,142 31,699

9,220

334,445

38,230

22,293

275,930

599,357

13,968

116,619）

2 配水及び給水費 309,859 33,735

3,871

9,959

216

25,229

219,397

15,290

2,162

21,657）

3 受託工事費 12,012

1,092）

（うち仮払消費税及び地方消費税

・公共下水道関係

（うち仮払消費税及び地方消費税

（うち仮払消費税及び地方消費税

・修繕費

・職員給与費（職員4人）

・職員給与費（会計年度任用職員1人）

・法定福利費（職員4人）

・法定福利費（会計年度任用職員1人）

・委託料

・材料費

・備消耗品費ほか

・修繕費

・職員給与費（職員4人）

・法定福利費

・委託料

・動力費

・受水費

・通信運搬費ほか

（うち仮払消費税及び地方消費税

・手数料

款 項 目 備考

（うち仮払消費税及び地方消費税
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（単位：千円）
予定額

4 総係費 212,723 54,914

3,871

・報酬（上下水道事業運営審議会） 390

16,906

216

888

・通信運搬費 14,879

111,412

749

2,065

6,433

12,225）

8 減価償却費 1,373,977 1,373,914

63

9 資産減耗費 12,044 11,544

500

2 営業外費用 141,283 4）

1 支払利息 140,738 140,699

・リース利息 39

4）

3 雑支出 545

4 特別損失 1,400 128）

3 1,400

128）

5 予備費 10,000

1 予備費 10,000

・企業債利息

・控除対象外税額

（うち仮払消費税及び地方消費税

・固定資産除却費

・たな卸資産減耗費

・保険料

・手数料ほか

（うち仮払消費税及び地方消費税

・有形固定資産

（うち仮払消費税及び地方消費税

（うち仮払消費税及び地方消費税

款 項 目 備考

・無形固定資産

・賃借料

・職員給与費（職員7人）

・職員給与費（会計年度任用職員1人）

・法定福利費（職員7人）

・法定福利費（会計年度任用職員1人）

・備消耗品費

・委託料

過年度損益修正
損

（うち仮払消費税及び地方消費税
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収　　　入 （単位：千円）
予定額

1 資本的収入 2,022,911 16,050)

1 企業債 1,811,000

1 企業債 1,811,000

705,000

471,000

施設整備事業 635,000

2 負担金 117,888 9,280)

1 負担金 117,888 ・公共下水道関係 110,110

・消火栓布設替 5,600

・仮設管使用料負担金 2,178

3 国庫補助金 66,665 6,060)

1 国庫補助金 66,665

6 他会計出資金 19,548

1 他会計出資金 19,548 19,548

9 補償金 7,810 710)

1 補償金 7,810 7,810

・水道管路耐震化事業出資金

（うち消費税及び地方消費税相当額

・国道電線共同溝工事補償金

・社会資本整備総合交付金

・企業債

浄配水設備改良事業

（うち消費税及び地方消費税相当額

（うち消費税及び地方消費税相当額

款 項 目 備考

（うち消費税及び地方消費税相当額

老朽管更新事業

資本的収入及び支出
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支　　　出 （単位：千円）
予定額

1 資本的支出 3,184,425 216,375)

1 建設改良費 2,475,498 216,375)

1 1,065,026 19,257

5,549

102,995

934,530

2,695

94,619)

2 660,415 34,438

10,020

・旅費 47

15,180

600,730

56,044)

3 施設整備事業費 730,158 16,525

4,967

・旅費 108

・委託料 71,698

・工事請負費 634,620

・負担金 2,240

64,239)

4 営業設備費 2,367 ・メ－タ－新規設置 656台

5 固定資産購入費 16,200 15,730

470

1,473)

6 1,332 1,332

2 企業債償還金 698,927

1 企業債償還金 698,927

4 予備費 10,000

1 予備費 10,000

・企業債元金

・法定福利費

（うち仮払消費税及び地方消費税

・賃借料ほか

（うち仮払消費税及び地方消費税

・職員給与費（職員3人）

・法定福利費

・委託料

・工事請負費

・機械及び装置購入費

・職員給与費（職員5人）

・法定福利費

・工事請負費

（うち仮払消費税及び地方消費税

・職員給与費（職員2人）

・リース債務支払い額

老朽管更新事業
費

・工具器具及び備品購入費

（うち仮払消費税及び地方消費税

款 項 目 備考

（うち仮払消費税及び地方消費税

（うち仮払消費税及び地方消費税

浄配水設備改良
費

・委託料

リース債務
支払額
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（単位：千円）

科　　　　　　目 金　　　　　　額

Ⅰ　　業務活動によるキャッシュ・フロー

　　　　浄水場の運転管理等に要する支出 △ 1,678,045

　　　　人件費支出 △ 164,650

　　　　営業収入 2,745,389

　　　　負担金、補助金等収入 518,979

　　　　その他の収支 28,929

　　　　　小計 1,450,602

　　　　利息及び配当金の受取額 6,918

　　　　利息の支払額 △ 140,738

　　　業務活動によるキャッシュ・フロー 1,316,782

Ⅱ　　投資活動によるキャッシュ・フロー

　　　　固定資産の取得による支出 △ 2,348,680

　　　　固定資産の売却による収入 0

　　　　国庫補助金等による収入 74,475

　　　　一般会計又は他の特別会計からの繰入金による収入 117,888

　　　投資活動によるキャッシュ・フロー △ 2,156,317

Ⅲ　　財務活動によるキャッシュ・フロー

　　　　企業債による収入 1,811,000

　　　　企業債の償還による支出 △ 698,927

　　　　他会計からの出資による収入 19,548

　　　財務活動によるキャッシュ・フロー 1,131,621

Ⅳ　　資金の増減額 292,086

Ⅴ　　資金の期首残高 1,553,615

Ⅵ　　資金の期末残高 1,845,701

令和８年度深谷市水道事業予定キャッシュ・フロー計算書

（令和９年３月３１日）
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（単位：千円）

(人)

（単位：千円）

15 27

区 分

本 年 度

前 年 度

703

0

703

0

0 0

5,045

3,705

期末手当

29,197

28,293

扶養手当

0 0

0

合 計

損益勘定支弁職員

資本勘定支弁職員

2,998 5,463

通勤手当

76,523

比 較

地域手当

7,404

6,790

614 1,340 904

17,97512,512

合 計

73,525

1,784

1,5641,041

1,558 44

88

44

2,998

勤勉手当 児童手当

220

23,569

7,075

△  2,206

1,968

1,968

0

時 間 外
勤務手当

4,869 2,599

8,811

管 理 職
手 当

2,057

118,896

20,536

57,053

164,997

90,756

255,753

151,434

36,51748,893 128,48073,569

3,9799,584

1,484

19,052

51,590

26,759

73,525

116,159

66,815

給与費明細書

本
年
度

１総括

特別職 一般職

特殊勤務
手 当

損益勘定支弁職員

資本勘定支弁職員

区 分

損益勘定支弁職員

資本勘定支弁職員

合 計

住居手当

合 計

前
年
度

手
当
の
内
訳

比
較

0

0

0

23,045

524

6,754

871

13,563

4,412

237,778

86,344

46,766

合 計
手 当

40,533

2,127

107,348

27,630

76,523

法 定
福 利 費

67,292

186,188

給与費

0

5,315

6,018

5,315

2,928

10

４ 月 １ 日 職 員 数

15

0

17

32,538

70,220

198,700

42,590

給 料報 酬 合 計

6,018

0

10

27

17

15

15

0
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ア 会計年度任用職員以外の職員（一般職） （単位：千円）

（単位：千円）

（単位：千円）

（単位：千円）

２ 給料及び手当の増減額の明細 ［１ ア 会計年度任用職員以外の職員（一般職）］ （単位：千円）

区 分 増 減 額

3,209

756

4,846

886

1,956

8,811　

2,842　

給 料

手 当
配置換え等

説 明 備 考増 減 事 由 別 内 訳

給与改定に伴う増減分

昇 給 に 伴 う 増 減 分

そ の 他 増 減 分

制度改定に伴う増減分

そ の 他 増 減 分

期末・勤勉手当の引上げ等

配置換え等

156,433

資本勘定支弁職員 10 42,590 27,630 70,220 20,536 90,756

区 分
法 定
福 利 費

合 計
職員数（人） 給 料 手 当 合 計

4月1日 給与費

損益勘定支弁職員 15 73,569 46,779 120,348 36,085

合 計 25 116,159 74,409 190,568 56,621 247,189

前
年
度

損益勘定支弁職員 15 66,815 44,808 111,623 32,098 143,721

資本勘定支弁職員 10 40,533 26,759 67,292 19,052 86,344

合 計 25 107,348 71,567 178,915 51,150 230,065

本
年
度

比
較

損益勘定支弁職員 0 6,754 1,971 8,725 3,987 12,712

資本勘定支弁職員 0 2,057 871 2,928 1,484 4,412

合 計 0 8,811 2,842 11,653 5,471 17,124

手
当
の
内
訳

区 分 地域手当 扶養手当 期末手当 勤勉手当
管 理 職
手 当

時 間 外
勤務手当

前 年 度 6,790 3,705 27,229 22,151 1,968 7,075

通勤手当
特殊勤務
手 当

住居手当 児童手当 合 計

本 年 度 7,404 5,045 28,049 22,603 1,968 4,869 2,599 88 1,784 0 74,409

1,041 44 1,564 0 71,567

比 較 614 1,340 820 452 0 △  2,206 1,558 44 220 0 2,842

イ 会計年度任用職員（一般職）

区 分
4月1日 給与費 法 定

福 利 費
合 計

職員数（人） 報 酬 手 当 合 計

本
年
度

損益勘定支弁職員 2 5,628 2,114 7,742 432 8,174

資本勘定支弁職員 0 0 0 0 0 0

合 計 2 5,628 2,114 7,742 432 8,174

前
年
度

損益勘定支弁職員 2 5,120 1,958 7,078 440 7,518

資本勘定支弁職員 0 0 0 0 0 0

合 計 2 5,120 1,958 7,078 440 7,518

比
較

損益勘定支弁職員 0 508 156 664 △ 8 656

資本勘定支弁職員 0 0 0 0 0 0

合 計 0 508 156 664 △  8 656

手
当
の
内
訳

区 分 地域手当 扶養手当 期末手当 勤勉手当
管 理 職
手 当

時 間 外
勤務手当

前 年 度 0 0 1,064 894 0 0

通勤手当
特殊勤務
手 当

住居手当 児童手当 合 計

本 年 度 0 0 1,148 966 0 0 0 0 0 0 2,114

0 0 0 0 1,958

比 較 0 0 84 72 0 0 0 0 0 0 156
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〔以下、令和８年１月１日現在における給与等の状況です。〕

３　給料及び手当の状況

(円）

(円）

(歳）

(円）

(円）

(歳）

(２)　初任給（令和８年１月１日現在）

区 分

企業職
（事務・技術職）

令 和 ７ 年 １月 １日 現 在

平 均 給 料 月 額 338,332

平 均 給 与 月 額 397,162

平 均 年 齢 43.2

(１)　職員１人当たりの給与

区 分 企 業 職 （ 事 務 ・ 技 術 職 ）

令 和 8 年 １ 月 １ 日 現 在

平 均 給 料 月 額 346,494

平 均 給 与 月 額 405,825

平 均 年 齢 44.0

高 校 卒 206,700 206,700

短 大 卒 222,600 222,600

（単位：円）

区 分
企 業 職
（ 事 務 ・ 技 術 職 ）

一般会計の制度

行 政 職

区 分
企業職（事務・技術職）

級 職員数(人) 構成比(％) 級 職員数(人) 構成比(％)

大 学 卒 237,600 237,600

(３)　級別職員数

区 分
企業職（事務・技術職）

1 4.0

2 4 16.0 2 3 12.0

令 和 8 年 １ 月 １ 日 現 在

1 1 4.0

令和７年１月１日現在

1

3 9 36.0 3

5 1 4.0 5 1 4.0

9 36.0

4 8 32.0 4 9 36.0

7 1 4.0 7 1 4.0

6 1 4.0 6 1 4.0

計 25 100.0

8 8

(級別の基準となる職務)

１　級 ２　級 ３　級 ４　級 ５　級

計 25 100.0

部　長

６　級 ７　級 ８　級

主事補・技師補 主事・技師 主　任 係長・主査 課長補佐 課長・主幹 次　長
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（４）特殊勤務手当

給料総額に対する比率（％） 0.05

支給対象職員の比率（％）
（ 令 和 ８ 年 １ 月 １ 日 現 在 ）

支 給 対 象 職 員 1 人 当 た り
平 均 支 給 月 額 （ 円 ）

代表的な特殊勤務手当の名称

（５）期末手当・勤勉手当（令和８年１月１日現在）

6月 12月

本 年 度 2.30 2.35 4.65

前 年 度 2.25 2.35 4.60

一 般 会 計 の 制 度 2.30 2.35 4.65

（６）定年退職及び応募認定退職に係る退職手当（令和８年１月１日現在）

区 分 備 考

支 給 率 等

一般会計の制度(支給率等)

（７）その他の手当（令和８年１月１日現在）

区 分

扶 養 手 当

地 域 手 当

住 居 手 当

通 勤 手 当

２０年勤続の者

500

支給期別支給率

（単位：月分）

備 考
職制上の段階、職務の
級 等 に よ る 加 算 措 置

最高限度額

（単位：月分）

有

有

有

２５年勤続の者 ３５年勤続の者

区 分

支給率計

企 業 職

（事務・技術職）

緊急出動勤務手当

区 分

32.00

47.70900

47.70900

24.586875

24.586875

47.70900

47.70900

33.27075

33.27075

一 般 会 計 の 制 度 と の 異 同

同じ

同じ

差 異 の 内 容

同じ

同じ
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 継続費に関する調書

款 項 事　業　名

全体計画

年度 年割額

左の財源内訳

企業債 県補助金
他会計
出資金

損益勘定
留保資金

令 和
9年度

330,000 297,000 - - 33,000

令 和
8年度

440,000 396,000 - - 44,000

令  和
10年度

330,000 297,000 - - 33,000

令 和
7年度

304,744 274,000 - -

計 1,100,000 990,000 - - 110,000

令 和
8年度

474,958 427,000 - -

30,744

計 1,113,860 1,001,000 - - 112,860

令 和
9年度

334,158 300,000 - - 34,158

47,958

1 資本的
支出

1 建設改
良費

前川原浄水場
統廃合事業

計 1,213,300

令 和
8年度

121,800 109,000 - - 12,800

1,089,000 - -

令  和
11年度

331,760 298,000 - - 33,760

令 和
9年度

令  和
10年度

396,440 356,000 - - 40,440

363,300 326,000 - - 37,300

124,300

資本的
支出

1 1 建設改
良費

遠方監視装置
更新事業

1 資本的
支出

1 建設改
良費

本田配水場拡
張事業

千円 千円 千円 千円 千円
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当該年度
支払義務
発　　生
予 定 額

当該年度
末までの
支払義務
発    生
予 定 額

翌年度以
降の支払
義務発生
予 定 額

継続費の
総 額 に
対 す る
進 捗 率

備　考

- - 440,000 440,000 - 40.0

前前年度
末までの
支払義務
発 生 額

前年度末
までの支
払 義 務
発　　生
(見込)額

- - -

- - - - 330,000 30.0

- 330,000 30.0

千円

440,000 660,000 100.0

27.4

- - 440,000

- 304,744 - 304,744 -

42.6

- -

- - 474,958 474,958 -

474,958 779,702 334,158 100.0- 304,744

- - 121,800 121,800 - 10.0

- - -

- - - - 363,300 30.0

- 396,440 32.7

-

100.0- - 121,800 121,800 1,091,500

- - - 331,760 27.3

％千円 千円 千円 千円

- - 334,158 30.0
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千円 千円

-

- -

18,500 令和７年度まで

設計積算システム更新業務 9,600 令和７年度まで 5,715

営 業 業 務 包 括 委 託 741,000 令和７年度まで 200,904

た な 卸 資 産 購 入 限 度 額 74,300 - -

-

浄配水場運転管理等業務委託 1,406,200 - -

浄 配 水 場 電 気 設 備
保 安 管 理 業 務 委 託

24,500 - -

水 質 検 査 等 手 数 料 40,000 - -

浄 配 水 場 警 備 委 託 9,792

コ ン ビ ニ 収 納 業 務 委 託 7,700 

損 害 共 済 等 保 険 料 2,600 - -

土 地 賃 借 料 300 - -

メーター交換・長期中止中等
メーター撤去・漏水修繕業務
委 託 及 び
特 設 配 水 管 用 資 材 費

47,700 

債務負担行為に関する調書

事 項 限 度 額

前 年 度 末 ま で の 支 払
義 務 発 生 （ 見 込 ） 額

期 間 金 額
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- 8,708

74,300

千円 千円 千円 千円

47,700

令和８年度から
令和９年度まで

7,700

3,885

-

540,096

1,406,200 - - 1,406,200

令和８年度から
令和９年度まで

74,300

-

令和８年度から
令和10年度まで

540,096 -

-

-

3,885 - -

令和８年度から
令和９年度まで

- -

-

令和８年度から
令和12年度まで

40,000 -

令和８年度から
令和13年度まで

24,500

令和８年度から
令和９年度まで

令和８年度から
令和９年度まで

8,708

企 業 債

47,700

- 2,600
令和８年度から
令和９年度まで

2,600 -

7,700

令和８年度から
令和９年度まで

300 300

-

負 担 金

-

-
令和８年度から
令和９年度まで

-

40,000

- - 24,500

当 該 年 度 以 降 の 支 払
義 務 発 生 予 定 額

左 の 財 源 内 訳

損 益 勘 定
留 保 資 金

期 間 金 額

-21-



（単位：千円）

１  固定資産

  （１）有形固定資産

      イ  土地 743,110

      ロ  建物 2,225,593

          減価償却累計額 △950,546 1,275,047

      ハ  構築物 50,497,844

          減価償却累計額 △21,735,921 28,761,923

      ニ  機械及び装置 10,869,138

          減価償却累計額 △6,974,524 3,894,614

      ホ  車両及び運搬具 17,364

          減価償却累計額 △15,602 1,762

      ヘ  工具、器具及び備品 157,687

          減価償却累計額 △147,748 9,939

      ト   リース資産 8,705

          減価償却累計額 △2,179 6,526

      チ 建設仮勘定 32,691

          有形固定資産合計 34,725,612

  （２）無形固定資産

      イ  水利権 1,062

          無形固定資産合計 1,062

  （３）投資その他資産

      イ  投資有価証券 700,000

      ロ  その他投資 16

          投資その他資産合計 700,016

          固定資産合計 35,426,690

２  流動資産

  （１）現金預金 1,845,701

  （２）未収金 362,528

  　　　　貸倒引当金 △13,224 349,304

  （３）貯蔵品 11,444

        流動資産合計 2,206,449

        資産合計 37,633,139

令和８年度深谷市水道事業予定貸借対照表

（令和９年３月３１日）

資　産　の　部

税抜
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３  固定負債

  （１）企業債

      イ  建設改良費等の財源に充てるための企業債 11,458,395

  （２）リース債務

      イ  修繕引当金リース債務 1,376

        固定負債合計 11,459,771

４  流動負債

  （１）企業債

      イ  建設改良費等の財源に充てるための企業債 756,253

  （２）リース債務 1,346

  （３）未払金 616,153

  （４）引当金

      イ  賞与引当金 18,388

        流動負債合計 1,392,140

５  繰延収益

  （１）長期前受金 11,812,040

  （２）収益化累計額 △6,208,814

        繰延収益合計 5,603,226

        負債合計 18,455,137

６  資本金

  （１）自己資本金

      イ  固有資本金 755,517

      ロ  繰入資本金 7,677,830

      ハ  組入資本金 9,356,720

          自己資本金合計 17,790,067

          資本金合計 17,790,067

７  剰余金

  （１）資本剰余金

      イ  国庫補助金 14,150

      ロ  県補助金 4,328

      ハ  受贈財産評価額 19,914

          資本剰余金合計 38,392

  （２）利益剰余金

      イ  減債積立金 21,000

      ロ  建設改良積立金 1,172,954

155,589

          利益剰余金合計 1,349,543

          剰余金合計 1,387,935

          資本合計 19,178,002

          負債資本合計 37,633,139

資　本　の　部

      ハ  当年度未処分利益剰余金

負　債　の　部
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（単位：千円）
１  営業収益

（１）給水収益 2,368,310

（２）受託工事収益 5,253

（３）加入金 87,800

（４）その他営業収益 71,420 2,532,783

２  営業費用

（１）原水及び浄水費 955,687

（２）配水及び給水費 238,653

（３）受託工事費 4,342

（４）総係費 193,158

（５）減価償却費 1,359,920

（６）資産減耗費 15,783 2,767,543

営業損失 △ 234,760 234,760

令和７年度深谷市水道事業予定損益計算書

（令和７年４月１日から令和８年３月３１日まで）

税抜
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３  営業外収益

（１）受取利息及び配当金 6,429

（２）他会計補助金 122,463

（３）長期前受金戻入 233,929

（４）雑収益 16,654 379,475

４  営業外費用

（１）支払利息 129,163

（２）雑支出 352 129,515 249,960

経常利益 15,200

５  特別損失

（１）過年度損益修正損 2,248 2,248 △2,248

当年度純利益 12,952

142,637

当年度未処分利益剰余金 155,589

前年度繰越利益剰余金
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（単位：千円）

１  固定資産

  （１）有形固定資産

      イ  土地 743,110

      ロ  建物 2,225,593

          減価償却累計額 △892,512 1,333,081

      ハ  構築物 48,902,855

          減価償却累計額 △20,893,359 28,009,496

      ニ  機械及び装置 10,332,580

          減価償却累計額 △6,723,610 3,608,970

      ホ  車両及び運搬具 17,364

          減価償却累計額 △15,011 2,353

      ヘ  工具、器具及び備品 157,260

          減価償却累計額 △146,843 10,417

      ト   リース資産 7,373

          減価償却累計額 △1,089 6,284

      チ 建設仮勘定 19,325

          有形固定資産合計 33,733,036

  （２）無形固定資産

      イ  水利権 1,125

          無形固定資産合計 1,125

  （３）投資その他資産

      イ  投資有価証券 700,000

      ロ  その他投資 16

          投資その他資産合計 700,016

          固定資産合計 34,434,177

２  流動資産

  （１）現金預金 1,553,615

  （２）未収金 285,595

  　　　　貸倒引当金 △14,520 271,075

  （３）貯蔵品 10,239

        流動資産合計 1,834,929

        資産合計 36,269,106

令和７年度深谷市水道事業予定貸借対照表

（令和８年３月３１日）

資　産　の　部

税抜

-26-



３  固定負債

  （１）企業債

      イ  建設改良費等の財源に充てるための企業債 10,403,648

  （２）リース債務

      イ  修繕引当金リース債務 2,708

        固定負債合計 10,406,356

４  流動負債

  （１）企業債

      イ  建設改良費等の財源に充てるための企業債 698,927

  （２）リース債務 1,332

  （３）未払金 450,666

  （４）引当金

      イ  賞与引当金 18,041

        流動負債合計 1,168,966

５  繰延収益

  （１）長期前受金 11,506,949

  （２）収益化累計額 △5,971,619

        繰延収益合計 5,535,330

        負債合計 17,110,652

６  資本金

  （１）自己資本金

      イ  固有資本金 755,517

      ロ  繰入資本金 7,658,282

      ハ  組入資本金 9,356,720

          自己資本金合計 17,770,519

          資本金合計 17,770,519

７  剰余金

  （１）資本剰余金

      イ  国庫補助金 14,150

      ロ  県補助金 4,328

      ハ  受贈財産評価額 19,914

          資本剰余金合計 38,392

  （２）利益剰余金

      イ  減債積立金 21,000

      ロ  建設改良積立金 1,172,954

155,589

          利益剰余金合計 1,349,543

          剰余金合計 1,387,935

          資本合計 19,158,454

          負債資本合計 36,269,106

資　本　の　部

      ハ  当年度未処分利益剰余金

負　債　の　部
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注 記 事 項 
 

１ 重要な会計方針に関する注記 

（１） たな卸資産の評価基準及び評価方法 

ア 量水器 

先入先出法に基づく原価法により算定している。 

（２） 固定資産の減価償却の方法 

ア 有形固定資産 

（ア） 償却資産  定額法 

ただし、取替資産については、取替法により算定している。 

（イ） 主な耐用年数 

建 物   ５０年 

構 築 物   ４０年 

機械及び装置 ８～２０年 

イ 無形固定資産  定額法 

（３） 引当金の計上方法 

ア 退職給付引当金 一般会計が負担することとしているため、計上していない。 

イ 賞 与 引 当 金 職員の期末・勤勉手当の支給並びにそれらに係る法定福利費の支給に備

えるため、当事業年度の末における支給見込額に基づき、当事業年度の負

担に属する額を計上している。 

ウ 貸 倒 引 当 金 債権の不納欠損による損失に備えるため、貸倒実績率による回収不能見込

額を計上している。 

（４） 消費税等の会計処理 

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式をとっている。 

 

２ 予定キャッシュ・フロー計算書等に関する注記 

（１）重要な非資金取引  

該当なし。 

 

３ 予定貸借対照表等に関する注記 

（１） 企業債の償還に係る他会計の負担 

予定貸借対照表に計上されている企業債（当該事業年度の末日の翌日から起算して１年以内に 

償還予定のものも含む）のうち、一般会計が負担すると見込まれる額は２８，８８６千円である。 
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４ セグメント情報の開示 

深谷市水道事業会計は、水道事業の単一セグメントのため、記載を省略している。 

 

５ リース契約により使用する固定資産に関する注記 

（１） リース会計に係る特例措置 

所有権移転外ファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計 

処理を行っている。 

（２）長期リース継続契約に係るリース債務 

通常の売買取引の方法に準じた会計処理を行ったリース取引に係るリース債務のうち、        

地方自治第２３４条の３に基づく長期継続契約に係るものは以下の金額である。 

        短期リース債務 １，３４６，８４８円 

        長期リース債務 １，３６１，９２８円 
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